
JOINの活動について

一般社団法人 移住・交流推進機構（JOIN）
〒103-0027 東京都中央区日本橋2-3-4

日本橋プラザビル13階
TEL(03)3510-6581

URL: https://www.iju-join.jp

令和5年4月1日



代表理事 ： 百木田康二
（東武トップツアーズ株式会社代表取締役社長執行役員）

業務執行理事： 椎川 忍（一般財団法人地域活性化センター理事長）

自治体会員： 47都道府県
1,466市区町村・2組合
2連合・1協議会

法人会員 ： 52社 (令和5年4月1日現在)

一般社団法人 移住･交流推進機構について
Japan Organization for Internal Migration（JOIN）

都市から地方への移住、都市と農山漁村地域の交流を推進し、
人口減少社会における地域の活性化に寄与する。

構 成

平成18年 3月 総務省「人口減少自治体の活性化
に関する研究会」発足

5月 “自治体と企業による全国的な
推進体制の早期立上げ“を提言

平成18年10月 （一財)地域活性化センター内に
「移住・交流推進組織設立準備室」
設置

平成19年10月 「（任意団体）移住・交流推進機構」
設立

平成26年 4月 「（一社）移住・交流推進機構」設立

沿 革

活動方針
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JOIN運営メンバー (令和5年4月1日現在)
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官民から集まったスタッフ13名で運営しています
※他に（一財）地域活性化センター兼任スタッフもいます。
＊印は民間法人より派遣

（株）JTB ＊ 竹内 正人 総括参事（事業担当） 令和5年4月～
嘱託／千葉県 橋谷田 豊 総括参事（総務担当） 令和5年4月～
（一財）地域活性化センター 大上 晴子 総括参事（兼務） 令和4年4月～
（株）ポニーキャニオン ＊ 小笠原 裕樹 総括参事（兼務） 令和4年7月～
福井県福井市 大久保 博貴 参事 令和4年4月～
埼玉県秩父市 井上 美奈 参事 令和4年4月～
青森県田子町 工藤 由美 参事 令和4年4月～
北海道芽室町 餌取 詩歩 参事 令和4年4月～
富山県 市井 敦也 参事 令和4年4月～
宮崎県 谷口 友規 参事 令和4年4月～
山形県小国町 塚原 駿一郎 参事 令和5年4月～
沖縄県南城市 具志堅 絵美理 参事 令和5年4月～
東武トップツアーズ(株) ＊ 久保 萌夏 参事 令和5年4月～
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自治体会員【47都道府県・1,466市区町村、2組合、2連合、1協議会】

1,466市区町村

カバー率84.2％

令和5年4月1日現在

40%未満

80-99%
60-79%
40-59%

100%



（五十音順） 令和5年4月1日現在

法人会員一覧【52団体】
（1）特別法人会員【9社】

（2）一般法人会員【35社】

（3）地域法人会員【8社】
(株)カルチャーアットフォーシーズンス / (一社)日本エコツーリズム協会 / (一社)日本ワーケーション協会 / (一社)能登定住・
交流機構 / （一社）双葉郡地域観光研究協会 /(公財）ふるさと島根定住財団 / 丸和建設(株) / （一財）ロングステイ財団
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JOINの活動概要

移住希望者の受入れ
都市との交流促進

地域の魅力を生かした
新ビジネスの展開

自治体会員 法人会員

移住・交流希望者
地域おこし協力隊希望者

情報入手
移住・交流活動

【1,466市区町村】 【52社】
/全国1,741市区町村
カバー率84.2%

◇JOINサイト（地域情報）
◇移住・交流＆地域おこしフェア

◇会員コラボ助成事業
◇会員交流会

◇JOINサイト（イベント情報）
◇移住・交流＆地域おこしフェア

JOIN会員



（１）地域おこし協力隊の募集・応募・受入・定住に係る支援
（２）地域おこし協力隊サポートデスクの運営（総務省受託事業）
（３）地域おこし協力隊のOBOGネットワーク化

（１）オフィシャルサイト「ニッポン移住交流ナビ」からの情報発信
（２）イベント開催「移住・交流＆地域おこしフェア」(令和6年1月予定）

1. 移住･交流希望者への情報発信
JOINの主な事業（令和5年度）

（１）法人会員と自治体会員とのマッチング支援
①会員定例会、法人会員交流会、法人会員オンラインピッチプレゼン②メール配信サービス ③自治体向け出前セミナー 等

（２）会員コラボ企画事業費助成

２. JOIN会員のマッチング支援（企業×自治体）

（１）移住・交流情報ガーデンの運営（総務省受託事業）
（２）自治体の移住・交流関連事業への支援・アドバイス・コンサルティング

４.  自治体・国の事業支援

（１）自主調査研究（移住・交流に関する調査、地域おこし協力隊に関する調査）
（２）調査結果等の普及活動（WEB発信、勉強会等）

５.  移住に関する調査研究・普及

３.  地域おこし協力隊事業支援

6



7

ニッポン移住･交流ナビ 地域おこし協力隊 JOIN facebook
https://www.iju-join.jp/

田舎暮らし特集、仕事、住まい、
ｲﾍﾞﾝﾄ情報、自治体ﾍﾟｰｼﾞなど、移
住希望者が求める情報を発信

https://www.iju-join.jp/chiikiokoshi/

地域おこし協力隊の募集、協力
隊ｲﾝﾀﾋﾞｭｰなど隊員希望者が求
める情報を発信

移住･交流と地域おこし活動の
ﾌｧﾝづくり、ﾕｰｻﾞｰとのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
構築、ｶﾞｰﾃﾞﾝｲﾍﾞﾝﾄ告知

https://www.facebook.com/iju.koryu

サイトアクセス

54万PV/月 ※令和3年度平均値

1.移住･交流希望者への情報発信

WEBによる情報発信

https://www.iju-join.jp/
https://www.iju-join.jp/chiikiokoshi/
http://www.facebook.com/iju.koryu
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JOIN移住･交流＆地域おこしフェア2023

3.地域おこし協力隊事業支援1. 移住･交流希望者への情報発信1.移住･交流希望者への情報発信

■地域との接点”きっかけ”を生み、移住・交流などの情報収集・相談ができる
「日本最大級」のイベント！

▼ 会場の様子 ▼ ブースの様子

▼ セミナーの様子 ▼ マルシェの様子

3.地域おこし協力隊事業支援
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JOIN移住･交流＆地域おこしフェア2023実績
■開 催：令和5年1月14日（土）、15日（日）
■会 場：東京ビッグサイト 南1ホール
■入場者数：3,391名※2日間合計（再入場者や出展者、スタッフを除く）
■出 展 数 ：354団体（両日重複出展を除く）

■来場者情報

3.地域おこし協力隊事業支援1. 移住･交流希望者への情報発信1.移住･交流希望者への情報発信

移住・交流
相談

地域おこし
協力隊募集 関係人口 民間企業 ロングステイ

フェア

マイナビ
農林水産

FEST
資料配架 マルシェ

14日（土） 196 49 4 33 1 13

15日（日） 141 40 2 33 24 13 1 13

0%

13%

21%

25%

27%

11%

3% ~19

20代
30代
40代
50代
60代
70代

62%

37%

1%

男性
女性
その他

24%

20%

13%11%

10%

8%

5%
4%

3% 2%
移住に興味がある
情報収集
地域活性化に関わりたい
地域とのつながりを持ちたい
地域おこし協力隊に興味がある
就職・就職先を探したい
ロングステイフェア
マルシェ
農林水産FEST
その他

3.地域おこし協力隊事業支援
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自治体会員と法人会員とのマッチング支援
項 目 概 要

JOIN会員定例会 /
会員向け講演・説明会

法人会員・自治体会員・総務省等の取り組み紹介と交流促進
会員定例会 年2回開催（7月(地方)、10月(東京)）／40名程度参加
会員向け講演会・説明会 年2回開催（4月、1月）オンラインで開催

法人会員交流会
法人会員の交流による情報交換・連携・協業のきっかけとなる会
年1回開催（1月（東京））／40名程度参加

法人オンラインピッチプレゼン 自治体会員に向け法人会員のソリューションや官民連携の事例を紹介
年3回オンライン開催/各回3～4社が登壇

会員向けメール配信サービス 法人会員→自治体会員、自治体会員→法人会員、法人会員→法人会員へ
の一括メール配信サービス／随時対応

コラボ事業助成
自治体会員と法人会員との官民連携による移住・交流ビジネス創造事業
への助成。法人会員への助成（法人会員加入後、初回に限り助成）と、
自治体会員への助成の二種類がある。

２. JOIN会員のマッチング支援（自治体×企業）
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JOIN会員向け講演・説明会
■会員に対する移住・交流や地域おこし協力隊関係の情報提供を目的に開催。
■総務省等の省庁による施策説明や自治体・企業による事例をオンライン配信。
■年2回開催（４月・１月）
■４月は、新任担当者に対してJOINの仕組みや活用方法などを説明。
■１月は、閣議決定後の国移住関連事業・予算などを関係省庁から説明。

２. JOIN会員のマッチング支援（自治体×企業）
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JOIN会員定例会（東京・地方）
■移住や地方創生分野に深い見識のある外部講師による講演や自治体・企業の
事例報告、会員同士の交流促進を図ります。

■年2回開催（地方：７月、東京：10月）
■令和4年度は、会員定例会初となる「福岡」開催！

２. JOIN会員のマッチング支援（自治体×企業）

▼ 会員同士の交流会▼ 講演会
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法人会員交流会

２. JOIN会員のマッチング支援（自治体×企業）

■法人同士の交流を図ることで、協業や新ビジネス創出につなげることを
目的として開催

■令和5年度は1月に東京都内にて開催（R6.1）
■ゲスト講師による講演と企業同士の名刺交換会を実施

▼ 工藤公康さんの講演 ▼ 交流会
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法人オンラインピッチプレゼン
■法人会員が自社の取組や官民連携の事例を自治体会員に対し紹介
■要点をピッチ形式で説明（１法人約15分×３～４社）
■オンライン配信。
■年3回開催予定（毎回異なるテーマで実施）
第1回 5月開催予定

Zoomを通じて、
法人の取組等を
聞くことができます

２. JOIN会員のマッチング支援（自治体×企業）
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２. JOIN会員のマッチング（企業×自治体）

会員向けメール配信サービス

サービス名 配信元→配信先 活用例

BtoG通信 法人→自治体
(※)

・法人が開催するイベント、セミナー等の告知
・法人が持つサービスや商品などの紹介

GtoB通信 自治体→法人
・自治体が開催するイベント、セミナー等の告知
・各種事業に関する委託先の相談
（移住ツアー等のプランニング、告知等）
・地域おこし企業人の募集

BtoB通信 法人→法人
・法人が開催するイベント、セミナー等の告知
・法人が持つサービスや商品などの紹介
・協業の募集

JOIN会員に対する移住・交流や地域活性化に関する情報発信や地域課題の
相談、会員間でのマッチングが可能です。

※地域法人会員の方は、同一都道府県内の自治体宛のみの送付となります
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２. JOIN会員のマッチング（企業×自治体）

会員向けメール配信サービス
項目 配信ルール

配信内容 移住・交流、地域活性化に関する情報発信や相談

配信先の制限 ・toG：都道府県単位での指定は可能。市町村単位は不可。
・toB：特定の法人会員への配信が可能。

配信回数
・BtoG通信：１法人あたり毎月２回まで
・GtoB通信：１団体あたり毎月１回まで
・BtoB通信：１法人あたり毎月１回まで

添付ファイル
・toG：セキュリティの都合上、添付不可。添付をご希望の場合は、
WebサーバにアップロードしてURLを記載する等の対応をお願いします。
・toB：添付可

配信をご希望の自治体会員様へは、JOIN事務局よりメールのテンプレートを送付させ
ていただきます。まずは事務局（info@iju-koryu.jp）までご連絡ください。
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コラボ事業助成（会員コラボ企画助成事業）
助成対象：特別・一般法人会員（JOIN自治体会員と連携した移住・交流促進事業へ助成）
助成金上限額：特別法人会員100万円/件、一般法人会員50万円/件
（法人会員加入後、初回に限り助成する）

■令和4年度採択事業

法人会員名 自治体名 事業名

㈱ネクストビート（一般法人） 埼玉県 埼玉県PRのアニメーション動画制作・拡散事業

㈱ポケットマルシェ（一般法人） 長野県安曇野市 地域を食べ尽くす！安曇野生産者巡りツアー

㈱扶桑社（一般法人） 広島県呉市 呉市の魅力発見インフルエンサーセミナー

■令和5年度採択事業
法人会員名 自治体名 事業名

㈱エクステンシブル（一般法人） 茨城県ひたちなか市移住検討者向け地域コミュニティ促進施策

２. JOIN会員のマッチング支援（自治体×企業）
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令和5年度採択事業

自治体会員名 法人名 事業名

北海道名寄市 ㈱ココロマチ クリエイターとつながるプロジェクト

北海道美唄市 ㈱トーガシ 「ふるさと美唄応援団」首都圏プロモーション事業

茨城県笠間市 ミキハウス子育て総研㈱ 見てみて！笠間の子育てシーン ママの安心スマイルプロジェクト

茨城県高萩市 ㈱SAGOJO 高萩市未来構想LAB推進による関係人口創出事業

茨城県取手市 ㈱産業経済新聞社 取手市移住推進事業「終点で降りたら」

茨城県常陸大宮市 ㈱扶桑社 インフルエンサーを活用した魅力創造事業

新潟県十日町市 ㈱第一プログレス 雪里留学を核とした移住促進・関係人口創出事業

長野県朝日村 ㈱タジマモーターコーポレーション 移住交流促進のための「朝日村でワーケーション体験」推進事業

静岡県藤枝市 東武トップツアーズ㈱ 藤枝発！「地域を創る、人と産業を育て、つなげる」×「企業版ふるさと納税」プロジェクト

大分県豊後高田市 日本航空㈱ 豊後高田市空き家見学モニターツアー実施事業

助成対象：自治体会員（地域活性化センター助成事業の推薦）
助成金上限額：200万円/件

コラボ事業助成（官民連携による移住・交流ビジネス創造事業）

２. JOIN会員のマッチング支援（自治体×企業）
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会員コラボ事業助成活用事例（令和4年度）
オンラインコミュニティを活用した移住ニーズ調査及びプロモーション事業

×
■ オンラインコミュニティで移住市場を「可視化」
■ コミュニティへの書き込みをテキストマイニングし、マーケティングに活用
■ 集客に苦労していた移住体験会への申し込み：4名→35名

大町市

自治体会員法人会員

オンラインコミュニティを活用したＩＪターン
検討層セグメント等のリサーチ。産経新聞社の
発信力を活用したプロモーションによる市の認
知度向上。モニターツアーの実施。

２. JOIN会員のマッチング（自治体×企業）

本格的にシティプロモーション等を実施してい
るが、「IJターン関心層（単身世帯やカップル
等）」については、マーケティングが十分に実
施できていない。

！ ！

！ ユーザー
のリアルな
声を知る

ユーザーの市に
対する興味・
理解促進

メディアの力で
市を

強力にＰＲ

テキストマイニング ▶ プロモーション戦略構築
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 地域おこし協力隊の任期終了後における地域への定住を推進するため、隊員を
対象とした起業に関するセミナーを実施（自治体職員も受講OK）。

 すべてオンラインでの開催（3回実施）
 起業準備の熟度に応じた2＋αのセミナーを開催予定。

地域おこし協力隊 定住に向けた起業支援セミナー

３.  地域おこし協力隊事業支援

R3起業支援セミナービジネスプラン読解・作成研修の様子
（Zoom）

講師と近い距離
で質問できます
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■地域おこし協力隊の受入を検討している自治体及び受け入れている自治体職員
向けに受入・サポート体制の充実による協力隊活動の円滑化を目的とした研修
会を実施。

■地域おこし協力隊受入を積極的に実施している自治体職員、現役隊員、隊員
OB・OGの取組手法など同じ視点から課題を共有し、知識やノウハウを体得し
ていただく。

３.  地域おこし協力隊事業支援

地域おこし協力隊受入自治体職員向け研修

▼ 先進自治体からの事例紹介 ▼ トークセッション
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地域おこし協力隊マッチングセミナー

地域おこし協
力隊希望者 受入自治体マッチング

・受入・サポート体制構築支援
・地域おこし協力隊希望者、受入希望
自治体とのマッチング支援

地域おこし協力隊希望者と受入自治体の
事業、協力隊活動の円滑化

■地域おこし協力隊希望者を対象に、地域おこし協力隊の受入を検討している自
治体（受け入れている自治体を含む）とのマッチングを図る。
■R4年度は初のYouTube Liveで開催！

３.  地域おこし協力隊事業支援
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地域おこし協力隊サポートデスクの運営
地域おこし協力隊サポートデスクの運営受託（総務省）
 隊員や受入自治体からの相談の一元的な窓口
 専門相談員、一般行政相談員の配置
 地域おこし協力隊の活動に関する情報及び資料の収集、相談内容の集計・
分析を行うことにより支援体制の充実を図る
受付方法【電話】
平日：11：00～19：00、土日祝：11：00～18：00
※月曜は休館（祝日の場合は開館し、翌日休館）、年末年始を除く
▽地域おこし協力隊員の方は

03-6225-2318
▽地方公共団体職員の方は

03-6225-2319

３.  地域おこし協力隊事業支援

受付方法【メール】
JOINホームページ内相談専用メールフォームより受付
https://www.iju-join.jp/chiikiokoshi_report_cont/supportdesk/
年中無休、24時間受付中
※原則として5営業日以内を目処に相談員から回答
メールでいただいた相談についても、必要と判断した場合には電話により回答

https://www.iju-join.jp/chiikiokoshi_report_cont/supportdesk/
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地域おこし協力隊サポートデスクの運営
隊員のＯＢ・ＯＧネットワークづくりモデル事業

３.  地域おこし協力隊事業支援

【採択済み都道府県】
・青森県・秋田県・愛媛県
・佐賀県・鹿児島県・福井県
・岐阜県・三重県・長崎県
・宮崎県・岩手県・和歌山県

 地域おこし協力隊のサポート体制の充実を図るため、隊員及びＯＢ・ＯＧ間の
ネットワークづくりを推進。都道府県と連携してワークショップ等を実施。

 都道府県とネットワークが連携して取り組む、隊員向け研修の実施、隊員から
の相談への対応、隊員受入体制の整備及び募集説明会の開催を支援。

▼ R4年度採択 和歌山県



25

移住･交流情報ガーデン

4.自治体・国の事業支援

 東京駅八重洲中央口から徒歩４分の好立地に位置。
 各自治体が作成した移住・交流に関するパンフレットを配架。
 来館者向けのイベントやセミナーも開催OK
※利用申請は自治体が行う（他団体との共催可）

移住の際に必要となる「仕
事」の相談もOK！ 来場者自身で移住の

情報を検索できます！

移住関係のイベントスペー
スとして活用できます！
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１階オープンスペース
・（４人掛けテーブル＋椅子）×５セット
・（８人掛けテーブル＋椅子）×１セット
※利用目的に応じて移動・撤去可
※スクール形式の場合、５０人程度は着席可

１階小屋組施設
・（４人掛けテーブル＋椅子）×１セット×２部屋
※部屋の仕切りは取り外し可

地下１階スペース
・（３人掛け会議テーブル＋椅子）×14セット
※利用目的に応じて移動・撤去可

利用スペース

１

２

３

ノートパソコン×２
※インターネット接続可
７０Ｖ型モニター（固定）
ブルーレイディスクレコーダ
ホワイトボード×２
マイク (有線:1本、ワイヤレス:2本)
のぼり旗 （ポール・固定台:6セット）
レーザーポインター
W i–F i , 延長コード など

アクリルパーテーション、非接触式電子体温計、
消毒用アルコールなど衛生対策備品

設 備

• 利用申請は自治体が行う（他団体との共催可）
• 地域物産のＰＲイベントも併催可
• 資料等の郵送可（ただし、開館時間内での受取指定要）
【お問い合わせ先】

Email ：iju-garden@outlook.jp ℡：03-3548-8190（自治体専用）

そ の 他

一般の方からの
電話相談は対応
しておりません

移住･交流情報ガーデン 利用可能スペース&設備

4.自治体・国の事業支援
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① 現役の地域おこし協力隊に関する調査

【令和4年度】
回答者数：2,195名
調査期間：令和4年9月～10月

5.  移住に関する調査研究・普及

 【対象】 現役の地域おこし協力隊員
 【調査頻度】毎年度１回（9月頃）
 【調査内容】応募動機や活動状況、起業定住の関係、任期終了後の意向等
 【備考】 今年度調査分から都道府県別の結果を提供できるようにする予定

（一般財団法人地域活性化センターからの受託事業）
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② JOIN自主研究調査

5.  移住に関する調査研究・普及

 JOINが移住に関係することについて調査
 過去の調査は以下のとおり
・「空き家バンク」に関する調査 ・若者の移住に関する調査
・地域おこし協力隊の現状と定住に向けた課題
・就業機会が人口変動に及ぼす影響
・地域おこし協力隊OB・OGネットワーク組織の現況把握調査

【令和3年度】
回答者数：500名
（20-30代の地方移住に
興味のある東京圏既婚者）
調査期間：令和4年3月
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